
企業版ふるさと納税：地方創生応援税制（H28年度～）

● 制度内容
地方創生を推進するため、内閣府の認定を受けた本市の事業計画に賛同し、寄附をされた企業が、

一定額の税制上の優遇措置を受けられるもの（令和２年度から税負担の軽減効果が最大９割）

年度 企業数 金額

H28～R5年度
（累計）

58社 155,830千円

R6年度 8社 11,300千円

●【税額控除割合の引上げ（イメージ）】

※企業の本社が立地する地方公共団体に対する寄附は
優遇措置の対象外

● これまでの実績

令和７年度に本制度の対象となる本市の地方創生プロジェクト

① コミュニティ活動支援事業 ⑨ 奨学金返還支援補助金

②
赤ちゃんの駅・子育て応援券支
給事業

⑩ ふるさと学校応援事業

③
～消防を応援～
消防車両・救助資機材等の整備

⑪
川内駅コンベンションセンター
活用促進基金事業

④
ラムサール条約登録湿地藺牟田
池環境保全利活用推進事業

⑫ 循環経済「産学官連携」事業

⑤ 地球にやさしい環境整備事業 ⑬ 経済チャレンジプロジェクト

⑥ 市道橋維持補修事業 ⑭ スポーツ振興応援プロジェクト

⑦ 一般道路整備事業 ⑮ 国港湾整備負担金事業

⑧
ジモト就職ジョブマッチング
事業

⑯ 地域経済活性化プロジェクト
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